
 1 

 

スマートシティ実現のための 

環境技術導入施策の経済評価 

―EV・PHVの普及分析を中心としてー 
 

 

 

矢田部 貴司1・武藤 慎一2・森杉 壽芳3 

 
1学生員 山梨大学大学院 医学工学総合教育部土木環境工学専攻（〒400-0008 山梨県甲府市武田4-3-11） 

E-mail:g12mc016@yamanashi.ac.jp 

2正会員 博(工) 山梨大学大学院准教授 医学工学総合研究部（〒400-0008 山梨県甲府市武田4-3-11） 

E-mail:smutoh@yamanashi.ac.jp 

3正会員 工博 日本大学総合科学研究所教授（〒101-8375東京都千代田区五番町12-5） 

 

環境省では京都議定書以降の目標として，2050年までに80％のGHGを削減するとの目標を掲げている．

今後も継続的にGHGの削減を行うことが必要な状況となっている．京都メカニズムのような多国との

GHG取引だけでなく自国内でのGHGの削減を考える必要性がある．そのような中でスマートシティと呼

ばれるものが計画されている．今まで発電施設から一方的に送電されていた電力を，再生可能エネルギー

等を利用し都市全体で発電し電力を融通するものである．再生可能エネルギー等で発電した余剰電力は

EV・PHV等の蓄電池を利用して蓄電することになる．電力の蓄電はスマートシティを構成する上で重要

な役割を果たすことになる．そこで本研究では，EV・PHVを普及させた際の経済的影響およびCO2削減効

果を明らかとすることを目的としている． 
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1. はじめに 

 

わが国の2011年度のGHG総排出量は1,308（百万t-

CO2）であり，1990年比で3.7％の増加となっている1)．

京都議定書では，わが国に2012年度時点で1990年度比マ

イナス6％の目標が課されており，このままでは目標の

達成が困難であるが，森林吸収源対策および京都メカ

ニズムによるクレジットを加味すれば，2008年度から

2011年度の4年間の平均が1990年度比9.2％減となり目標

達成可能とされている2)．しかし，2011年度のGHG排出

が1990年度比で増加していることや東日本大震災によ

る原子力発電所の停止などもあって，京都議定書の目

標が達成できたからと言って安心できる状況にはない．

さらに，環境省では京都議定書以降の目標として，

2050年までに80％のGHGを削減するとの目標を掲げて

いる．以上より，わが国では今後も継続的に地球温暖

化対策を実行し，確実なGHGの排出削減を行うことが

必要な状況にある． 

 そのような中で，環境に配慮した低炭素都市「スマ

ートシティ」と呼ばれるものがある．正確な定義は決

まっていないが，一般的にスマートシティとは，

「ICT・環境技術などの先端技術を用いて社会インフラ

を効率化・高度化した都市や地域3)」のことを示してい

る．スマートシティを実現するものとして①太陽光発

電等の再生可能エネルギーの導入．②①で発電した余

剰電力を蓄電する電気自動車．③家電を外からリモー

トコントロールできるICT技術．④電力消費量の多い都

市部に環境負荷の少ないグリーン電力を送ることので

きる双配電システムの導入などがある．スマートシテ

ィ実現のために上記の4点があるが、本研究では電気自

動車（EV）やプラグインハイブリッド車（PHV等）と

いった低炭素型の自動車の導入，普及に注目する．ま

た現状での自動車交通からのCO2排出量は全体の16.3％4)

であり地球温暖化の要因の一つと考えられる．すなわ

ち，既存の高燃費の自動車から環境負荷の少ないEV・

PHVへの転換が必要である． 

 そこで本研究は，次世代自動車の普及率，それに伴

う経済的影響およびCO2排出削減効果を明らかにするこ

とを目的とする．次世代自動車の普及は，スマートシ

ティにおける余剰電力の吸収の役割と自動車由来のCO2
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排出削減を強化するという二つのねらいがある．本研

究は，武藤ら5), 6)で適用した応用一般均衡（CGE：

Computable General Equilibrium）モデルを用いて分析を進

めるが，それらとの違いは自家輸送部門を明示的に導

入した点であり，それにより自家用自動車から排出さ

れるCO2の削減効果を正確に計測することが可能となっ

ている．また，本研究では動学モデルでの数値計算も

行うことにより自動車の燃料利用時（走行時）だけで

なく，乗り換えを含めた保有時の影響を把握すること

が可能であり，今後の次世代自動車の普及の方向性を

明らかにしようとしたものである． 

 

 

2. EV・PHVの現状 

 

 スマートシティは1. で触れているように各住宅・ビ

ル等の屋根に太陽光電池を設置して発電し，生活・業

務に必要な電力を賄った上で余剰電力を電気自動車に

蓄電し都市内で電力を融通しあうことを指している． 

 このようなスマートシティを現実的にしたのが，EV

やPHVの実用化である．一般的に，EV等に搭載されて

いるリチウムイオン電池は，約2日分7)の家庭消費電力

を蓄電することが可能である．これまで家庭での太陽

光発電等で得られた電力は，余剰分があっても蓄電す

ることができなかったが、電気自動車により可能とな

る． 

 EV・PHVを含む次世代自動車の普及の計画は現在ま

でにいくつか行われており，近年行われているものを

まとめたものが表-1である．すでに目標年次となって

いるものは 2007年に経済産業省で行われた次世代自動

車・燃料イニシアティブ8)がある．目標年次は2010年と

なっており普及目標は，低公害車全体で1000万台とな

っている．現在行われているものとして，環境省で次

世代自動車普及戦略がある．この計画では，2020年ま

でに200万台，2050年までに880万台にするというもので

ある．また経済産業省では，次世代自動車戦略2010と

呼ばれる計画が進められており2020年までにEV・PHV

の新車販売の割合を15～20％にするものである． 

 このようにEV・PHVを含む次世代自動車の普及に向

けて計画が行われている．図-1では現状の普及台数と

総自動車台数を表している．国内自動車の総台数7860

万台9)から比較すると，PHVは2009年から市場に投入さ

れ始めたばかりで2005年～2011年までの販売台数合計値

はEV では3.4万台10)でありPHVでも0.4万台10)となってい

る．図-1には示していないがハイブリッド車の保有台

数は2011年時点で203万台7)となっている．2020年までに

200万台普及の目標があるが，ハイブリッド車を含める

と現時点で達成されている．しかし，スマートシティ 

表-1 次世代自動車の普及計画 

普及目標
（保有台数）

次世代自動車・燃料イニシアティブ 低公害車全体で
【経済産業省】 1,000万台

2020 200万台
2050 880万台

次世代自動車戦略2010 （EV・PHVで
【経済産業省】 新車販売の

15～20％）

策定時期 計画名 目標年次

2007年5月 2010

2009年5月 次世代自動車普及戦略【環境省】

2010年4月 2020

 

 

 

図-1 次世代自動車普及台数推移  

 

で求められるのは余剰電力を吸収する能力のあるEV・

PHVである．この両者を普及させることが必要である． 

 

 

3. 自動車環境評価のためのCGEモデル 

 

(1) 既往研究の整理 

 EV・PHVのような次世代自動車の普及には多くの税

金や補助金等が必要であり，また燃料投入や自動車生

産量等も変化するため経済全般を網羅したモデルの適

用が必須となる．また，税導入や補助金においては，

Deadweight lossが発生する．こうした経済的影響に対す

る配慮も，EV・PHVの普及を評価するため，また今後

の補助金制度等の判断を行うためには重要な要素とい

える．そこで，本研究ではCGEモデルに基づく評価を

実施する．CGEモデルは，すべての経済活動を扱う一

般均衡モデルをベースとし，税などの導入がどの主体

にどのような影響をもたらすのか，さらにそれが市場

メカニズムを介してどのような経済的影響を生じさせ

るのかを評価することができる． 

 CGEモデルを用いた自動車環境の研究では，徳永，

武藤ら6)の研究などがある．徳永，武藤ら6)は，自動車

交通を対象としたトップランナー方式による燃費規制

策およびグリーン税制の評価がなされている．そこで

用いたCGEモデルとの違いは，自家輸送部門の扱いを

詳細化した点である．以降で，その詳細を説明する． 

 

(2) CGEモデルの全体構成 

 本研究で用いたCGEモデルは，武藤，桐越8)にて開発
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したSpatial CGE（SCGE）モデルを，日本全国1地域を対 

象とするDCGEモデルとしたものである．ただし，海外

とも輸出入を通じて取引しているとする．本モデルで

は，国内には企業（ここでは23産業部門（石油石炭製

品部門を含む）を想定），運輸企業（ここでは11運輸

部門を想定し，その中には自家輸送部門も含まれる），

家計，政府，公的投資部門，民間投資部門が存在する． 

このうち，企業部門では石油石炭製品部門を明示化

し，運輸部門では自家輸送部門を考慮した．これに関

し，現在の全国産業連関表では帰属計算により自家輸

送部門のデータが推計されている．ただし，現状では

自家輸送部門に係わる中間投入額データのみしか示さ

れていない．すなわち自家輸送部門の付加価値データ

が推計されておらず，また家計の自家輸送サービス消

費額データも存在しないという問題があった．そこで

本研究では，モデル化に関しては自家輸送部門も他の

運輸部門と同様に定式化し，パラメータ推定において

データがない部分を適宜推計して補うことにした． 

各主体の基本的な行動モデルは，標準的CGEモデル   
例えば13)等と同様に階層型行動モデルを想定し，企業は生

産技術制約下での費用最小化行動，家計は効用一定制

約下での支出最小化行動をとるものとした．なお，家

計は効用最大化行動をとると想定される場合も多いが，

ここでは支出最小化行動により定式化を行った．その

詳細は3.(5) にて説明する．政府，各投資部門の行動モ

デルについても後述する． 

 

(3) 最適動学モデルの枠組み 

 本モデルでは，次世代自動車の最適な普及率を導出

するため，最適動学（DCGE）モデルを構築し数値計算

を行う．ここでは，斎藤18)が行った労働集約部門と資本

集約部門の2部門から成るラムゼイ・モデルを基に定式

化する． 

まず，消費者の最適化問題を次のように設定する． 

   max ln exp
t

t
u

u t dt　       (1a) 

 s.t. K wL r K e         (1b) 

ただし，K ：資本ストックの時間変化，w：賃金率，

L：労働時間， r ：利子率， ：資本ストック減耗率，

K ：資本供給量，e：家計の支出水準． 

支出水準については，以下の支出最小化行動を仮定．

すなわち，コブダグラス型効用関数を制約とした支出

最小化問題を仮定する． 

1 2,
min i i
X X

i

e p X         (2a) 

1 11

1 2s.t. X X u
 

        (2b) 

ただし，
ii pX , ：財i の消費量，財i の財価格，u：

瞬時効用， ：パラメータ． 

式(2)は，以降で説明する家計の行動モデルの式(26)に相

当する． 

これを解くと，以下の需要関数が得られる． 

 

11

1 2

1

1 11

p
X u

p









  
  

  

，
 

1

1 1

2

1 2

1 p
X u

p






  
  
  

  (3) 

式(3)を式(2)に代入して支出関数を導出． 

 

 
1 1

1

1 11 2

1 2

1 1 1 2

1

1

pp
e p p u

p p

 


 

       
     

       

  (4) 

ここで便宜的に 

 

 
1 1

1

1 11 2

1 2

1 1 1 2

1

1
U

pp
p p p

p p

 


 

       
     

       

 

とおくと，
Ue p u ． 

支出関数を式(1)に代入する．現在価値ハミルトニアン

を以下のとおり定義． 

  lnt t t UH u wL r K p u         (5) 

ただし，
t ：共役変数． 

最大化条件は以下のとおり． 

0t

t

H

u





  ⇒ 1

t

Ut tp u
       (6a) 

t

t t

t

H

k
 


  


  ⇒  t

t

r


 


       (6b) 

式(6a)を微分して，式(6b)に代入． 

2

t

t

Ut t

u

p u
          (7b) 

式(6b)は以下となる． 

t

t

u
r

u
           (7b) 

式(7b)がオイラー方程式と呼ばれる条件である． 

投資モデルは以下のようになる．投資は，家計貯蓄

（ここではK K ）が投資需要にまわされると想定

する．ここでは細江ら 16)に従って価格で除している． 

 1

1

1

vX K K
p


  ，  1

2

2

1vX K K
p





    (8) 

ただし， 
iX ：財i の投資量． 

次に企業の行動モデルについて記す．利潤最大化行動

を仮定すると以下のようになる． 
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 
, ,

max
j j j

j j j j j
Z L K

p Z wL rK       (9a) 

 s.t.
L Kj j

j j j jZ b L K
 

      1
j jL K    (9b) 

式(9)は，以降で説明する企業の行動モデルの式(16)式に

相当する． 

これを解くと，以下の要素需要関数が得られる． 

1

1

1

1 1

1

1
K

L

K

r
L Z

b w







  
  

  

，
1

1

1

1 1

1

1
L

K

L

w
K Z

b r







  
  

  

， 

2

2

2

2 2

2

1
K

L

K

r
L Z

b w







  
  

  

，
2

2

2

2 2

2

1
L

K

L

w
K Z

b r







  
  

  

 (10) 

今，企業行動においてはゼロ利潤条件が成立する． 

    0
L Kj j

j j j j j jp b L K wL rK
 

      (11a) 

これに，式(5)を代入． 

1
K Lj j

j j

j j

L K

j

j K L

r w
p w r

b w r

 

 

 

             
         

 (11b)  

 

市場均衡条件式は以下のとおりである． 

財１：
1 1 1

vX X Z  ， 財２：
2 2 2

vX X Z   (12a) 

労働：
1 2L L L  ，  資本：

1 2K K K   (12b) 

式(12a)より， 

1 1 2 2 1 1 2 2 1 1 2 2

v vp X p X p X p X p Z p Z       (13) 

今， 1 1 2 2Up u p X p X  ， 1 1 2 2

v vK K p X p X   より， 

1 1 2 2 UK p Z p Z p u K        (14a) 

1 1 2 2

1 1 1 1 2 2 2 2

L K L K

UK p b L K p b L K p u K
   

     (14b) 

ただし， 

1

1 1 1

L
L p Z

w


 ， 1

1 1 1

K
K p Z

r


  

2

2 2 2

L
L p Z

w


 ， 2

2 2 2

K
K p Z

r


 ， 

 

 
1 1

1

1 11 2

1 2

1 1 1 2

1

1
U

pp
p p p

p p

 


 

       
     

       

 

重要な遷移式は以下のようになる． 

t

t

u
r

u
           (7b) 

1 1 2 2

1 1 1 1 2 2 2 2

L K L K

UK p b L K p b L K p u K
   

     (14b)  

市場均衡条件式を加えて， 

1 2L L L   （Lは固定）    (15c) 

1 2K K K         (15d) 

1
L Kj j

j j

j

j L K

w r
p

b

 

 

   
   
   
   

  （j=1, 2） 

ここで定常状態を仮定する． 

0r            (15a) 

1 1 2 2

1 1 1 1 2 2 2 2

L K L K

Up b L K p b L K p u K
   

     (15b) 

1 2L L L   （Lは固定）    (15c) 

1 2K K K         (15d) 

1
L Kj j

j j

j

j L K

w r
p

b

 

 

   
   
   
   

  （j=1, 2） 

これらより， , , ,r u w K を導出する．ただし，価格は

1
L Kj j

j j

j

j L K

w r
p

b

 

 

   
   
   
   

を用いることとする． 

 

(4) 企業の行動モデル 

企業の行動モデルは，基本的には武藤・桐越8)と同様

である．ここでは，特に交通投入を詳細化している点

に特長がある．すなわち，図-2に示すように，企業が

投入する業務交通と，中間財投入において必要とされ

る貨物運輸を明示的にモデル化し，それらは交通機関

選択まで考慮した．さらに，交通機関には自家輸送も

考慮した．自家輸送とは，本来は各企業が自身の労働， 

資本の一部と輸送に必要な中間財を投入して，自ら輸

送を行うものである．それをここでは仮想的な自家輸

送運輸部門を設け，その部門が自家輸送サービスを生

産しそれを企業が投入するものとした．これにより，

自家輸送をモデル上は他の運輸部門と同様に扱うこと

ができる． 

具体的な企業の行動モデルを説明する．企業は，ま

ず合成中間財と合成生産要素の投入量を決定し，その

合成中間財に対し中間財 i  の合成投入量を決定する．

なお，中間財i の投入には貨物運輸が必要であり，貨物

運輸の投入ではさらに自家貨物輸送を含む交通機関選

択を行う．一方，業務交通も考慮し，それに対しても

自家旅客輸送を含む交通機関選択を行うとした．なお， 

交通時間消費に関しては，業務交通（旅客運輸）の鉄 
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図-2 企業の行動モデルツリー 

 

道，道路交通（バス，タクシー等），航空において考

慮している．これは，出張等において鉄道や道路交通，

航空を利用する際，利用者は移動に時間を費やすため 

である．自家輸送のような自家用車で移動する際も時

間を消費するが，それは自家旅客輸送サービスを生産

するために投入される労働資源と考えられる．そのた

め，ここではそれらを自家輸送部門のモデル化におい

て考慮することとし，図-2の企業の自家輸送投入にあ

たっては時間を投入しないものとした． 

次に合成生産要素に関しては，労働，資本の各投入

量を決定するものとした．なお本モデルでは，自地域

からのみ生産要素を投入するとしている． 

以上の行動モデルは，いずれもBarro型CES生産技術

制約下での費用最小化行動により定式化する．その具

体的な定式化は紙面の都合上主なものだけを示す．企

業に関しては，最上位の合成中間財と合成生産要素の

投入に関するもの，合成中間財i の投入に関するもの，

そして中間財 i と合成貨物の投入に関するものを示す． 

前者の費用最小化モデルは以下のように表される． 

  
,

min 1
j j

j j j j j j j
z cf

p y q z pf cf     
 

 (16a) 

       
11 1

s.t. 1 1

Zj

ZjZj Zj

ZjZj
j Zj j j j j j jy z cf



 

    

  
    

  

 

  (16b) 

ただし， ,j jy p ：財 j の生産量と財 j 価格， ,j jz q ：合

成中間財投入量と合成中間財価格， ,j jcf pf ：合成生産

要素投入量と合成生産要素価格，
j ：純間接税率（間

接税率－補助率）， , ,j j Zj   ：パラメータ， Zj ：代

替弾力性パラメータ．純間接税は合成生産要素投入額，

すなわち付加価値額をタックスベースとした．これは

市岡 14)の CGE モデルの定式化を採用したものであり，

モデル上での税の二重課税を回避するための措置であ

る．  

 式(16)を解くと，以下の需要関数が求められる． 

 

 
1

1

1
Zj Zj

Zj

Zj

j

j Zj j

j
Zj j

z y
q

 







 





 
  

 
 

 (17a) 

 

   
1

1

11

11

Zj Zj

Zj

Zj

j

j Zj j

j jZj j

cf y
pf

 







 





 
  
   

 (17b) 

ただし， 

   
 

11
1

1
1

ZjZj

Zj Zj j jj

Zj j j

j j

pfq


  
 

 


  
     

      

． 

 これを式(16a)の目的関数に代入すると，財 j 価格が

以下のように導出される． 

 

1

11
Zj

j Zj

Zj

p





   (18) 

 次に，合成中間財i の投入量決定モデルを示す． 

 min
ij

j j ij ij
z

i

q z q z   (19a) 

  
1 1

s.t.

j

j j

j
j j ij ij ij

i

z z



 

  
  

  
  
  (19b) 

ただし， ,ij ijz q ：合成中間財 i の投入量と合成中間財i

の価格（なお， i は合成業務交通財も含む），

, ,ij ij j   ：パラメータ（ 1, 1ij ij

i i

    ），
j ：代

替弾力性パラメータ． 

 式(19)を解くと，以下の需要関数が求められる． 

 

 
1

1

1
j j

j

j

ij

ij j j

ij
j ij

z z
q

 







 





 
  

 
 

 (20) 

ただし，  
1 j

j ij

j ij

i ij

q









 
   

 
 

 ． 

 これを式(19)の目的関数に代入すると，合成中間財価

格が求められる． 

 

1

11
j

j j

j

q





   (21) 

 最後に中間財i と合成貨物の投入量決定モデルを示す． 

 
,

min
ij Fj

ij ij i ij Fj Fj
x z

q z p x q z   
 (22a) 

 

      
1 1 1

s.t. 1 1

ij

ij ij ij

ij ij
ij ij Fj Fj i Fj Fj Fjz x z



  

     

   
    

  

(22b) 
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ただし， ,ij ix p ：中間財 i の投入量と財 i の価格，

,Fj Fjz q ：合成貨物運輸投入量と合成貨物運輸価格，

, ,Fj Fj ij   ：パラメータ， ij ：代替弾力性パラメータ． 

 式(7)を解くと，以下の需要関数が求められる． 

 

 
1

1

11

1

ijij

ij

j

Fj

ij ij ij

i
ij Fj

x z
p









 





 
  

 

 (23a) 

 

 
1

1

1
ij ij

ij

ij

Fj

Fj ij ij

Fj
ij Fj

z z
q

 







 





 
  

 
 

 (23b) 

ただし， 

   
1 1

1
1

ij ij

ij ij Fji

ij Fj Fj

Fj Fj

qp
 

 

 
 

 

   
      

      

． 

 これを式(22)の目的関数に代入すると，合成中間財 i

の価格が求められる． 

 

1

11
ij

ij ij

ij

q





   (24) 

 ここで，改めて財 j 価格がどのように形成されてい

るかを見ておく．式(18)の
jp は，式(21)および(24)より

財 i 価格 ip と合成貨物運輸価格 Fjq の関数になっている

ことがわかる．  

 企業行動モデルの定式化に戻ると，以降のモデルは

式(16)か式(19)のいずれかの枠組みで定式化できる．そ

のためそれらの定式化を示すことは省略したい．その

中で業務交通における交通時間投入に係わるモデルは，

一般化価格モデルを用いることにした．これは，旅客

運輸サービスとその消費のために必要な交通時間は代

替関係ではなく，旅客運輸サービス消費に対して一定

の交通時間投入が必要になると考えたためである．な

お，一般化価格モデルはBarro型CES関数による定式化

においては 0pj とした完全非代替モデルと解釈でき

る． 

 

(5) 運輸企業の行動モデル 

 運輸企業は，貨物，旅客のそれぞれに対し鉄道，道

路（バス，タクシー等），自家輸送の各部門，それに

加え貨物には水運，旅客には航空が存在する．その行

動モデルは3. (2)の企業行動モデルと同じとした．ただ

し，自家輸送部門は仮想的に設けた部門であり，補足

説明する． 

自家輸送は，実際には各企業が生産のために投入す

る資本の一部と，運転に費やす時間，そして自動車燃

料や自動車の維持保全サービスなどの中間財を投入し

てなされる．この資本の一部とは具体的には自動車の

ことであり，運転に費やす時間には労働の一部が充て

られている．そして中間財については，実際に自家輸

送に用いられた中間財を推計することにより現状の産

業連関表でデータ化されている．しかし，自動車資本

の投入額および運転に費やす時間については明確にさ

れておらず，自家輸送部門の付加価値はゼロとなって

いる．また，家計も企業と同様，自家用自動車により

自家輸送を行っているが，現状の産業連関表ではこの

家計が行っている自家輸送サービスも，推計が困難な

ためか消費額がゼロとなっている．  

なお，車種としては普通車，小型車，軽自動車，環

境車の 4 車種とした．その結果，自家輸送旅客運輸部

門は投入する自動車資本の車種ごとに存在することに

なり，それぞれが自家輸送旅客運輸サービスを生産し

ている．自家輸送旅客運輸部門も，自動車以外の資本

を投入していると考えられるが，ここでは簡単化のた

め自動車資本のみを投入するとした．さらに，各自家

輸送旅客運輸部門が投入する石油製品についても，投

入する自動車資本の車種ごとに燃費が異なるため，石

油製品の投入効率パラメータを変えることにより燃費

の違いを考慮した．図-2 に示したように最上位の石油

製品と合成中間・要素財の投入モデルは，代替弾力性

をゼロとした．これはレオンチェフ型関数を意味して

おり，その中の石油製品投入に関わるパラメータを平

均燃費データより車種ごとに設定することとした． 

一方，投資と資本蓄積の関係については，ここでは

車種別の自動車資本を新たに考慮したことにより，そ

れらへの投資と資本蓄積を考慮することになる．そこ

で，今まで民間資本ストックの蓄積にまわされるとし

ていた投資のうち，自動車関係の投資需要について自

動車資本の蓄積にまわされるものとした．さらに，自

動車関係の投資需要の車種については，現状の車種別

保有台数より求めた．以上より，例えば車体課税の変

更があった場合には，車種別自動車関連の投資需要が

変化し，その結果蓄積される車種別自動車資本の経路

も変化することになる．蓄積が進んだ車種の自動車資

本は，資本供給量が増加するため自動車資本利子率が 

低下する．その結果，当該自動車資本を投入して生産

を行う自家輸送旅客運輸サービスの価格も低下し，そ

の需要が増大することになる．そのとき，うまく環境

車の自動車資本の蓄積が進めば，その石油製品投入は

他のものより効率的であるため，石油製品投入の節約

が図られ，それが CO2排出の削減に繋がることになる． 

 

(6) 家計の行動モデル 

 家計の行動モデルも武藤・桐越 13)と同様であるが，

交通消費において自家輸送を明示化し，それを含む交

通消費において自家輸送を明示化し，それを含む交通 
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図-3 家計の行動モデルツリー 

 

機関選択を考慮した．企業と同様の方法で，自家輸送

を明示的に考慮することにより，家計が自身の自家用

自動車で移動する交通についても，仮想的な自家輸送

部門が生産するという形で表現できる．ただし，これ

らのデータは現状の産業連関表では推計されておらず，

何らかの形で作成する必要がある．その方法は後述す

る．以上の家計の行動モデルツリーを図-3に示す． 

 まず，家計は総利用可能時間に賃金率を乗じて求め

られる時間所得に，資本を企業に提供して得られる資

本所得を加えた総所得を得る．この総所得から所得税 

が差し引かれ，さらに貯蓄を差し引いたものを消費に 

充てるとする．なお，所得税率は一定，貯蓄はその額

を一定とする．家計が消費に充てる，いわゆる可処分

所得は以下のとおり求められる． 

   1H H H H HwT rK S      
 (25) 

ただし，
H ：家計の可処分所得， ,HT w：総利用可能

時間と賃金率， ,HK r：資本供給量と利子率， H
：所得

税率（一定），
HS ：貯蓄額（一定）． 

 以上の可処分所得制約下で，家計は消費行動を行う．  

まず家計は，合成消費財と合成余暇の消費量を決定し，

合成消費財に対しては個別財iの合成消費量を決定する．

この個別財 i の消費には運輸投入が必要であり，その運

輸は貨物運輸と旅客運輸からなるとする．すなわち，

家計があるものを購入するためには，国内の居住地ま

で貨物運輸により輸送され，その後家計が旅客トリッ

プを発生させて店まで行き購入するというプロセスを

表現したものである．ただし，今回はデータの都合上，

商業と対個人サービスは旅客運輸のみを投入，その他

の財については貨物運輸のみを投入するとしてモデル

化した．なお，貨物運輸，旅客運輸ともに，自家輸送

を含む交通機関選択を行うものとしている．このうち

旅客運輸では，鉄道，道路（バス，タクシー），航空

に関し交通時間消費も考慮している．それは企業の場

合と同じで，これらによる移動では移動者が時間を費

やしているためである．一方，合成余暇については，

余暇と合成通勤の消費量を決定し，合成通勤に対して 

余暇と合成通勤の消費量を決定し，合成通勤に対して

は自家旅客輸送を含む交通機関選択を行うものとした． 

 以上の家計の行動モデルは，効用最大化行動による

定式化に対して双対アプローチを利用し，効用水準を

一定とする条件下での支出最小化問題により定式化す

る．これにより，例えば最初の合成消費財と合成余暇

の消費量決定問題は，企業行動モデルの式(16)～(18)と

全く同じ枠組みで，変数のみを入れ替えることにより

定式化できる．すなわち，それらは以下のように表さ

れる． 

  
,

min
H CH

H H H H H CH
z l

p U q z w l   (26a) 

 

      
11 1

s.t. 1 1

ZH

ZHZH ZH

ZHZHH ZH H H H H H CHU z l


 
    

  
    

 

 

  (26b) 

ただし， ,H HU p ：効用水準と効用価格指数， ,H Hz q ：

合成財消費量と家計の合成財価格， ,CH Hl w ：合成余暇

消費量と合成余暇価格， , ,H H ZH   ：パラメータ，

ZH ：代替弾力性パラメータ． 

式(26)は 

 式(26)を解くと，以下の需要関数が求められる． 

 
 

1

1

1
ZH ZH

ZH

ZH

H

H ZH H

HZH H

z U
q

 







 





 
  

 

 (27a) 

 
 

1

1

11

1

ZH ZH

ZH

ZH

H

CH ZH H

HZH H

l U
w

 







 





 
  

  

 (27b) 

ただし， 

   
1 1

1
1

ZH ZH

ZH ZHH H

ZH H H

H H

q w
 

 
 

 

 

   
      

   

． 

 これを式(26a)の目的関数に代入すると，効用価格指

数が以下のように導出される． 

 

1

11
ZH

H ZH

ZH

p





   (28) 

これは，定式化が共通化されるという利点だけでな 
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く，数値計算の際のプログラムも共通化できるという

メリットがある（武田15)）．以上のとおり家計の行動モ

デルは企業と同様に定式化可能であるため，紙面の都

合もあり以降の具体的な定式化については割愛したい． 

 

(7) その他主体の行動モデル 

 企業，家計以外の主体として，政府部門，公的投資

部門，民間投資部門を考える．これらについては，徳

永，武藤ら4)での定式化と同様に簡潔なモデル化とした．

まず政府は，得られた税収（間接税収と直接税収）か

ら一定額を公的投資に回し，残りを政府消費に充てる． 

なお，これは地球温暖化対策税収も含むものとする．

地球温暖化対策税はその税収を用いて再生可能エネル

ギーの普及や省エネルギー対策を実施するとされてい

るが，ここでは課税による化石燃料の抑制効果に着目

して分析を進めるものとする．次に公的投資に回され

た資金は，公的投資部門によって公的投資需要に充て

られ公共事業が実施される．民間投資部門は，家計貯

蓄がそのまま投資に回され投資財購入に充てられると

する．なお，政府消費，公的投資需要，民間投資需要

とも，財別支出割合を一定として財消費および財需要 

に充てられるものとする． 

 

(8) 移輸出入モデル 

 移輸出入に関しては，特に石油製品などの輸入に関

する影響が重要と思われるため，細江ら16)の枠組みにし

たがって定式化を行った．輸出入モデルの全体構成は

図-4に示すようなものである．まず企業 j の財生産量

jy が輸出財と国内財に分けられる．この国内財と輸入

財から国内供給財が生産され，国内の主体に供給され

る．なお，定式化については割愛したい．  

 

(9) 市場均衡条件 

 本CGEモデルの市場均衡条件を示す． 

 
ji jH jG jGI jI j

i

x x x x x Q      (29a) 

ただし， , , , ,ji jH jG jGI jIx x x x x ：それぞれ企業 i ，家計，

政府，公的投資部門，民間投資部門が投入する財 j 消

費量，
jQ ：国内供給財供給量，

jl ：企業 j の労働需要

量，
HT ：総利用可能時間，

SHl ：余暇消費時間，
mt ：

交通機関mの所要時間， mHx ：家計の交通機関mの旅

客運輸サービス消費量，
jk ：企業 j の資本需要量， 

HjK ：財種別 j の企業への資本供給量． 

式(29a)は財 j の市場均衡条件である．式(29b)と(29c)は

それぞれ労働市場均衡条件，資本市場均衡条件である．

労働市場均衡式の右辺は，家計の総利用可能時間より 

（国内）生産財j

合成生産要素合成中間財

輸出財
E E

j jx p 
 

j jy p  

国内財
D D

j jx p  輸入財
M M

j jx p 
 

国内供給j Q

j jQ p  

国内
総需要j

Q

ji jH jGC jGI jI j

i

x x x x x p      

財 j市場均衡条件

【図-2 企業の行動モデル】
 

図-4 移輸出入モデルの全体構成 

 

 
j H SH m mH

j m

l T l t x     (29b) 

 
j H

j

k K  (29c) 

余暇消費時間，交通消費時間を差し引くことで労働

時間を導出したものであり，それが労働供給量となっ

ている．  

 

(10) 経済的影響の計測方法 

 本稿では経済的影響を，等価的偏差（EV：Equivalent 

Variation）の概念に基づき家計効用の低下分を貨幣換算

することにより計測する．まず式(26)の家計行動モデル

より支出水準が式(30a)となることからEVが式(14b)とし

て求められる． 

 
H H He p U  (30a) 

 
   

 

, ,A B A A

H H H H H H H

A B A

H H H

EV e p U e p U

p U U

 

 
 (30b) 

 また，支出関数に関しては以下が成立する． 

    ,A A A A B B B B

H H H H H H H He p U e p U      (31) 

これより式(30b)を変形すると以下のようにEVが実質

所得の差分となる． 

 
A

B AH

H H HB

H

p
EV

p
    (32) 

さらに，式(25)の家計所得式と，それに式(29b)，(29c)

の生産要素の市場均衡条件式を考慮するとEVは以下の

ようになる． 
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A

B B A AH

H j jB
j jH

A
B B A AH

j jB
j jH

A
B B B B A A A AH

SH m mH SH m mHB
m mH

p
EV w l w l

p

p
r k r k

p

p
w l t x w l t x

p

 
  
 

 
  
 

    
       

    

 

 

 

 

  (33) 

 式(33)の第一項は企業の総実質労働所得支払額変化，

第二項は企業の総実質資本所得支払額変化，第三項は

家計の余暇および交通の総実質時間費用変化（家計時

間費用変化）を意味し，第一項，第二項をあわせると

通常の実質GDP変化になることがわかる． 

 

 

4. 次世代自動車の経済的影響とCO2削減効果 

 

(1) 地球温暖化対策税（走行時）の数値計算 

 ここでは2012年10月より開始した地球温暖化対策のた

めの税の評価を行った．すなわち自動車の走行面での

インパクトを見たものである．EVで計測した経済損失

額は表-2のとおり4,311.8億円/年となった．これを企業便

益（企業の実質GDP変化額）と家計の時間便益（家計

の余暇および交通消費の実質時間消費額変化）と政府

便益に分けて示すと，家計の方に大きな損失が生じる

ことが分かった．次に，自動車交通におけるCO2削減効

果を示す．図-6は地球温暖化対策税導入による自動車

交通部門のCO2変化を示したものである．自動車交通全 

体でのCO2削減量は137.7（万t-CO2/年），削減率は0.63％

減となっている．個別にみると自家輸送旅客運輸の削

減量の79.6（万t-CO2/年）が最も大きく，削減率（0.63％ 

減）も最も大きくなった．自家輸送旅客は，自動車交

通の中で消費額が大きいためこのような結果になった

と考えられる． 

 

 

5. まとめ 

 

 本論文では，スマートシティ実現のための次世代自

動車（EV・PHV）の普及および乗り換えに伴う経済的

影響とCO2排出削減量を明らかとするものである．静学

計算では，地球温暖化対策税による経済的影響，CO2

排出削減量を明らかとした．自動車保有面での最適動

学モデルを用いた数値計測が必要だと考えられる．本

論文では，明のみとなっているが，発表日までに数値

計測まで行いたい． 

 

 

図-6 自動車交通におけるCO2削減効果（地球温暖化対策税） 

 

表-2 地球温暖化対策税の経済的影響  

企業便益(億円/年) -2,203.7

家計時間便益（億円/年） -2,850.5

政府便益（億円/年） 742.3

総計（億円/年） -4,311.8  
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